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要�約：本研究では個人と集団活動の両者を含むレジリエンス・プログラムを構成し、その効果を検証
することを目的とした。調査対象者は首都圏の大学に所属している学生であり、全てのプログラム

（1 回 90 分の計 4 回）を受講した者を分析対象とした。Sample 1 は 53 名（男性 11 名、女性 42 名、
平均年齢 18.66 歳、SD＝0.73）、Sample 2 は 55 名（男性 14 名、女性 41 名、平均年齢 18.98 歳、
SD＝0.97）、Sample 3 は 63 名（男性 25 名、女性 38 名、平均年齢 19.11 歳、SD＝1.86）であり、1
回目（Pre）と 4 回目（Post）に質問紙調査（二次元レジリエンス要因尺度）を行った。分析の結
果から、Sample 1 から 3 ともに資質的レジリエンス要因では小程度以上（0.43-0.55）、獲得的レジ
リエンス要因では中程度以上（0.55-0.95）の効果量（d）が得られ、Pre から Post にかけてレジリ
エンスの得点が有意に上昇したことが示された。以上のことから、異なる対象者に実施したレジリ
エンス・プログラムにおいて同様な効果が得られ、本研究のプログラムの有用性が確認された。
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1 ．はじめに

　レジリエンス（resilience）とは、「困難で脅威的な状況にもかかわらず、うまく適応する過程・能力・
結果」と定義され16）、誰もが獲得し身に付けられる能力である3）。このレジリエンスは、個人の有す
る様々なレジリエンス要因によって構成されることが先行研究によって明らかにされてきた18）。平野6）

は Cloninger, Svrakic, & Przybeck2）の Temperament Character Inventory を用いて、レジリエンス
を構成する要因について、気質との関連が強い（生得的に保持しやすい）資質的レジリエンス要因（以
下、資質的要因）と、性格との関連が強い（後天的に獲得されやすい）獲得的レジリエンス要因（以
下、獲得的要因）の二側面から測定する二次元レジリエンス要因尺度（Bidimensional Resilience 
Scale：以下、BRS）の作成を行っている。その BRS を用いた全国の日本人成人（20-69 歳）5,143 名
を対象とした大規模研究からは、資質的・獲得的側面いずれのレジリエンス要因も年齢とともに上昇
する傾向が確認されている26）。したがって、レジリエンスは生涯を通じて固定的ではなく、各発達段
階において経験する課題や出来事を介して変容していく能力であると考えられる。
　レジリエンスが発達のなかで身につけられる能力であるという観点から、多くの教育現場および心
理支援の現場において、何らかの介入を行うことでレジリエンスを向上させようとする実践が試みら
れている。その多くは認知行動療法ベースであり、個人単位あるいはグループ単位で適応的認知スキ

個人と集団活動を通したレジリエンス・プログラムの効果検討（上野、平野）

Review of Japan Society of Health Support Science Vol.4 17



ルを育むことに焦点を当てたプログラム内容が中心となっているが、介入の効果を示す効果量の大き
さにばらつきがあり、検討の余地が残されている19）。なお、海外と比較して国内ではそうした介入に
関する実証研究の報告自体が少ない状況である。個人の内的なレジリエンス要因を拡げ、レジリエン
スを高めていくプロセス7）には、個人のなかにある潜在的な資質を「発掘」することによる拡がりと、
新たに「増幅」することによる拡がりがあり、またその拡がりのプロセスは「個人」で進めるものと、

「他者」との間で進められていくものがある（Figure 1）。すなわち、レジリエンスに対するアプロー
チは「発掘・増幅（資質の拡がり）／個人・他者（プロセス）」の二軸で示すことができ、「個人活動」
と「集団活動」の両者をプログラムに導入することが有用であると考えられる。とりわけレジリエン
スの獲得において重要な「気づき」や「自己理解」は個人活動だけでなく、集団活動を通して獲得さ
れる可能性が高いことが予想される。
　原・都築4、5）は学校教育における介入研究をレビューし、従来のレジリエンス介入は 1）個人スキル
重視型、2）体験重視型、3）環境整備型のいずれかのプログラムに分類されると述べている。個人ス
キル重視型は、主にレジリエンスの概念理解や自分の強みを見つけること、スキルを学ぶワークなど
を通し認知的スキルの獲得を目的とし構成されている（たとえば、Penn Resiliency Program や
Social and Emotional Learning、SPARK Resiliency Program など）。今日までのレジリエンス・プ
ログラムの多くはこの個人スキル重視型であり、基本的に個人ワークによって進められる。Sood, 
Prasad, Schroeder, & Varkey22）の研究では Stress Management and Resiliency Training （90 分の
セッション）を 1 回実施し、8 週間後に測定した結果、レジリエンスの得点が有意に上昇したことが
報告されている（d＝1.16）。なお、セッション参加後には各自にプログラムを提供し呼吸法などを毎
日実践してもらい、個人の要望に応じて 30 から 60 分程度のフォローアップを行っている。また平野・
小倉・能登・下山8）はレジリエンスが低い者を対象に、自らのもつ資質を認識することでレジリエン
スを育むことを目指したアプリケーションを開発し、1ヶ月間継続して利用した結果、レジリエンス
の得点が上昇したことが報告されている。しかし、個人活動をベースとした介入研究のなかにはレジ

Figure 1　レジリエンスの拡がりとその活動領域
注）平野7）の図を改変
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リエンスの得点が下降したことを示した研究もある1）。こうした個人活動の場合、ワークを通し過去
の行動や体験を内省し、新たなレジリエンスを認識し獲得することを目指している。そのため、介入
で対象とする範囲が個人の活動に制限され、新たな資質の気づきを促すには狭く、総合的にレジリエ
ンスを向上させるためには幅広い視点からアプローチすることが必要となる。
　一方で体験重視型と環境重視型の活動形態は集団となり、様々な体験的な実践を通すことや状況に
合わせて環境を整えることで、レジリエンスを間接的に育成することを目的としている。レジリエン
スは環境との相互作用として生み出される現象であり13）、環境と個人の関係性を排除することはでき
ない。実際に、重要な他者やソーシャル・サポートといった環境要因がレジリエンスを促進させるこ
と21）や、集団のレジリエンスが個人のレジリエンスに対し正の関連が確認されている12、15）。しかし、
こうした量的調査による検証がされながら、体験重視型や環境整備型といった集団からのアプローチ
に関する内容を導入したレジリエンス・プログラムはほとんど見られない。たとえば、集団活動を重
視した大学体育授業におけるレジリエンス促進を検討した Ueno & Hirano25）の研究では集団活動を通
した計 15 回（1 回 90 分）のプログラムにより、レジリエンス（資質的・獲得的要因）の得点が有意
に上昇している（d＝0.48）。体育授業やスポーツ活動においてはこうした集団を通した実践研究が行
われ、ライフスキルや社会的スキルの獲得に寄与し、一定の効果が得られている24）。つまり、レジリ
エンス・プログラムにおいても集団活動の要素を導入することによって、新たな他者との交流を増加
させ、集団での作業のなかで他者との関わりや評価を通すことで個人の新たなレジリエンスの気づき
を促進できる可能性がある。
　そこで本研究では、個人のレジリエンスを効果的に向上させるために、従来の個人ベースの活動に
加え、集団ベースの活動の視点を導入し、両視点から総合的にアプローチするレジリエンス・プログ
ラムを構成しその効果を検証する。具体的には平野7）の視点にもとづき、週 1 回 90 分（計 4 回）の
プログラムを作成した（Table 1）。プログラムの作成には Ueno & Hirano25）と平野他8）、Sood et al.22）

の研究を始め、原・都築4、5）や Robertson et al.19）の介入研究のレビューの内容をもとに、「個人・他者
（集団）（活動）／発掘・増幅（資質の拡がり）」の組み合わせからなる 4 視点から構成し、（1）自己
―増幅（個人活動／新たな知識やスキルの獲得を目的）、（2）自己―発掘（個人活動／自身の過去を
内省することでの新たな資質の気づきを目的）、（3）他者―発掘（集団活動／他者評価を通した自身
の新たな資質の気づきを目的）、（4）他者―増幅（集団活動／集団作業を通した新たな資質の気づき
を目的）の順番で介入を行った。

2 ．方法

2.1　調査時期・対象者
　調査時期は 2017 年の 9 月から 2018 年 1 月であった。調査対象者は首都圏の大学に在籍する学生で
あり、本研究の介入プログラムの信頼性を高めるために、同様のプログラムを異なる対象者に実施し
た。分析対象者は全てのプログラムを受講しており、内訳は次の通りである。Sample 1（2017 年 9
月から 10 月）は 53 名（男性 11 名、女性 42 名、平均年齢 18.66 歳、SD＝0.73）、Sample 2（2017 年
10 月から 11 月）は 55 名（男性 14 名、女性 41 名、平均年齢 18.98 歳、SD＝0.97）、Sample 3（2017
年 12 月から 2018 年 1 月）は 63 名（男性 25 名、女性 38 名、平均年齢 19.11 歳、SD＝1.86）であった。
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2.2　調査方法
　調査は第 1 著者の担当授業にて行われ、週 1 回の計 4 回（1 回 90 分）のプログラムを実施した。
具体的に、1 回目は「レジリエンスの概念の理解（自己―増幅）」、2 回目は「個人活動を通した自身
のレジリエンスの理解（自己―発掘）」、3 回目は「他者から見た自身のレジリエンスの理解（他者―
発掘）」、4 回目は「集団活動を通した自身のレジリエンスの理解（他者―増幅）」であった（Table 1）。
各セッションのプログラムを行う前に、アイスブレイキングとして、呼吸法（腹式呼吸）や身体への
注意（ストレッチを通した身体のモニタリング）について実施した。なお、Sood et al.22）のレジリエ
ンス・プログラムをもとに、簡単なエクササイズとした。こうしたマインドフルネス（mindfulness）
に関連する内容11）はレジリエンス・プログラムに導入され10）、一定の効果が得られている27）。介入手
順は上述したアイスブレイキングを行い（約 10 分）、その後各回のプログラム内容（約 80 分）を実
施した。ただし、2 回目以降は前回の復習および、学生の質問に対するフィードバックを行った。また、
質問紙への回答は 1 回目（Pre）と 4 回目（Post）であった。なお、調査対象者には個人情報の保護
や守秘義務、得られたデータは成績評価には影響しないことなどの倫理的配慮について説明を行い、
研究協力への同意を得た。

2.3　調査内容
　レジリエンスの測定には BRS6）を用いた。この尺度は資質的要因の 4 下位尺度（「楽観性（項目例：
困難な出来事が起きても、どうにか切り抜けることができると思う）」、「統御力（項目例：嫌なこと
があっても、自分の感情をコントロールできる）」、「社交性（項目例：自分から人と親しくなること

Table 1　本研究で実施したレジリエンス・プログラムの内容

回 目的 活動 プログラム内容 検査実施

1 ［自己―増幅］ 個人

▼レジリエンスの概念の理解
　心理学におけるレジリエンスの概念について先行研究27）を参考に
紹介した。具体的には、レジリエンスの定義や概念について説明した。
最後にレジリエンスの測定を行い、自身のレジリエンスについて理
解を深めた。

Pre

2 ［自己―発掘］ 個人

▼個人活動を通した自身のレジリエンスの理解
　平野他8）の 6 つ（①自分のレジリエンスを思い出す、②自分のレ
ジリエンスを定義する、③自分の強みを確認する、④自分の回復ア
イテムを確認する、⑤自分の資源を確認する、⑥レジリエンスの種
を貯める）のレジリエンス・ワークを実施した。

―

3 ［他者―発掘］ 集団

▼他者から見た自身のレジリエンスの理解
　グループ（約 3 〜 5 人）を無作為に作成し、偏愛マップ20）を用い
た自己紹介を行った。さらに、メンバーの共通点を 10 個探す作業
を実施し、その後ジョハリの窓14）によって他者からの評価を通し、
自身のレジリエンスの理解を促した。

―

4 ［他者―増幅］ 集団

▼集団活動を通した自身のレジリエンスの理解
　3 回目と同様に、グループ（約 3 〜 5 人）を無作為に作成し、飛
田9）と三浦・飛田17）の課題を参考に、問題解決と創造に関する 2 つ
の課題を実施した。これらの課題は個人作業と集団作業があり、個
人作業後に集団作業を行い、進行手順は先行研究9、17）に準じた。

Post

注 1）レジリエンスの測定には平野6）の二次元レジリエンス要因尺度を用いた。
注 2）プログラムの導入として、呼吸法と身体への注意といった内面への気づきの簡単なエクササイズを行った。
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が得意だ）」、「行動力（項目例：決めたことを最後までやりとおすことができる）」）と獲得的要因の
3 下位尺度（「問題解決志向（項目例：嫌な出来事があったとき、その問題を解決するために情報を
集める）」、「自己理解（項目例：自分の性格についてよく理解している）」、「他者心理の理解（項目例：
人の気持ちや微妙な表情の変化を読み取るのが上手だ）」の計 7 下位尺度 21 項目から構成され、信頼
性と妥当性が認められている。回答は、「まったくあてはまらない（1 点）」から「よくあてはまる（5
点）」の 5 件法で求めた。なお、項目得点が高いほど、レジリエンスが高いと見なされ、本研究では
資質的・獲得的要因の下位尺度得点を使用した。

3 ．結果

　統計学的解析は HAD16.01223）を使用して行われた。対応のある t 検定の結果、全ての Sample にお
いて、Pre と比較し Post の方が資質的・獲得的要因、いずれのレジリエンス得点も有意に得点が上
昇した（p＜.001）（Table 2, 3）。資質的・獲得的要因それぞれの効果量（d）は、Sample 1 で 0.43（95%CI

Table 2　記述統計量

変数 Sample 実施 M
95% 信頼区間

SD 最小値 最大値
下限 上限

資質的要因

1
Pre 41.74 39.79 43.68 7.06 25.00 56.00
Post 44.81 42.80 46.83 7.31 29.00 58.00

2
Pre 41.13 39.44 42.81 6.23 28.00 54.00
Post 44.13 42.21 46.05 7.10 23.00 58.00

3
Pre 40.16 38.65 41.67 5.99 27.00 53.00
Post 43.57 41.94 45.21 6.49 28.00 59.00

獲得的要因

1
Pre 31.04 29.82 32.26 4.42 22.00 45.00
Post 33.74 32.50 34.97 4.49 25.00 45.00

2
Pre 31.26 30.16 32.35 4.04 17.00 38.00
Post 33.46 32.38 34.53 3.98 23.00 41.00

3
Pre 30.67 29.68 31.66 3.94 21.00 39.00
Post 34.54 33.47 35.61 4.23 26.00 45.00

注 1）資質的要因：資質的レジリエンス要因、獲得的要因：獲得的レジリエンス要因
注 2）Sample（N）：1＝53 名、2＝55 名、3＝63 名

Table 3　レジリエンス・プログラムの効果検証

変数 Sample t 値 df p 値 d
95% 信頼区間

下限 上限

資質的要因
1 6.46 52 ＜.001 0.43 0.04 0.82
2 5.82 54 ＜.001 0.45 0.07 0.83
3 5.70 62 ＜.001 0.55 0.19 0.91

獲得的要因
1 5.87 52 ＜.001 0.61 0.21 1.00
2 4.77 54 ＜.001 0.55 0.16 0.94
3 7.72 62 ＜.001 0.95 0.58 1.32

注 1）資質的要因：資質的レジリエンス要因、獲得的要因：獲得的レジリエンス要因
注 2）Sample（N）：1＝53 名、2＝55 名、3＝63 名
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［0.04, 0.82］）と 0.61（95%CI［0.21, 1.00］）、Sample 2 で 0.45（95%CI［0.07, 0.83］）と 0.55（95%CI［0.16, 
0.94］）、Sample 3 で 0.55（95%CI［0.19, 0.91］）と 0.95（95%CI［0.58, 1.32］）であった。

4 ．考察

　本研究の結果から、Sample 1 から 3 ともに資質的要因では小程度以上、獲得的要因では中程度以
上の効果量が見られ、レジリエンスの得点が有意に上昇したことが示された。異なる対象者に実施し
たレジリエンス・プログラムにおいて同様な効果が得られ、ある程度一致した結果が認められた。ま
た資質的要因と比較し獲得的要因に対する効果量の方が高かったが、そもそも資質的要因は後天的に
獲得しづらい要因でもあり、それらの要因に対する効果が少なからずあったことはプログラムの幅広
い効果を示すうえで十分に評価できるであろう。本研究のプログラムは 1 回 90 分の計 4 回で構成さ
れ、初回と 2 回目が「個人活動」、3 回目と 4 回目が「集団活動」であった。個人のレジリエンス向
上に影響した要因として、全ての活動を通し自身のレジリエンスの気づき、いわゆる自己理解を促す
ことができたことが考えられる。レジリエンス向上に対する介入の多くはそうした自己理解に関連す
る内容が組み込まれている4、5、19）。平野7）は、介入によるレジリエンス得点の向上は新たなレジリエン
スが身に付いたというよりはこれまで自覚していなかったレジリエンスへの気づきが得られた結果だ
と述べている。そのため、初回のレジリエンスの概念の理解のセッションにて新たな知識やスキルを
得ることで資質が増加し（個人―増幅）、2 回目のレジリエンス・ワークによって過去の振り返りか
ら自らを客観的に見つめ、内省することで新たな資質に気づけたこと（個人―発掘）がレジリエンス
向上に繋がったと示唆される。
　次に、3 回目と 4 回目のプログラムでは無作為にグループを設定し、他者評価やグループ課題を通
した自身のレジリエンスに対する気づきに関する活動を行った。性別や学年、学部と多様な属性を持
つ学生と集団活動を行うことで、自身のレジリエンスの多角的理解を促す可能性が高い。実際に、
Ueno & Hirano25）は集団活動におけるチームから個人のレジリエンスの影響を報告しており、レジリ
エンス得点のばらつき（標準偏差）が高いチームと低いチームでは個人に与える影響が異なることを
明らかにしている。また Lyons et al.15）の研究においても、集団レベルのレジリエンスは個人レベル
のレジリエンスの予測に加え、集団を通した個人のメンタルヘルスや生活満足感、well-being の促進
に寄与することを報告している。すなわち、個人のレジリエンスの育成を考えるうえで、集団を通し
たアプローチの有効性が示唆されている。3 回目の他者を通した自身のレジリエンスの理解のセッ
ションでは他者からの指摘やフィードバックによって自らの資質への気づきが促され（他者―発掘）、
4 回目の集団で一つの課題に対する取り組みでは新たな他者との関係性や役割のなかで、これまでに
存在していなかったレジリエンスが引き出されることや、これまで自身のレジリエンスと捉えていな
かった要因が、他者との作業を通し新たに気づくことができたのではないかと考えられる（他者―増
幅）。こうした個人のレジリエンス向上に貢献できる内容を導入した本研究のプログラムは理論7）と
も一致しており、それが実践として一定水準の効果が得られたのは大きいであろう。とくに、1 回 90
分の計 4 回の簡便なプログラムにてある程度の効果が確認されたことは今後、様々な場面への汎用性
があることが考えられる。
　最後に、本研究の限界と課題を 3 つ述べる。1 つ目は各回のプログラムの効果検証を行うことがで
きなかったことである。本研究では「個人」と「集団」のそれぞれの活動を導入し、個人のレジリエ
ンス向上を試みたが、実際にどのプログラムにどのような効果があったか明らかにすることができな
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かった。また、既存のレジリエンス・プログラム4、5、8、19、22、25）を参考に、計 4 回のプログラムの順番を
設定したが、効果的に個人のレジリエンスが促進される提示順を考える必要がある。2 つ目は対象者
の選定である。本研究では授業の一貫としてプログラムを導入しており、対象者の動機づけや属性に
偏りがあったことは否めない。レジリエンスの発達を促していくうえで、様々な年齢層を対象に本研
究のプログラムの有効性を検証することが必要である。3 つ目は研究デザインである。本研究では介
入群のみを分析対象とし、異なる Sample の 3 群に介入を行い、ある程度一貫した結果が得られた。
しかしエビデンスレベルとしては低く、統制群を設定したうえで無作為化比較対照試験によって追試
検証することや、プログラム内容・回数の妥当性について詳細な検討が望まれる。以上のような課題
が残され、今後レジリエンス・プログラムを一般化するうえで、引き続き、精緻に検討していくこと
が期待される。

付記

　本研究は，JSPS 科研費 16J00972（研究課題：スポーツ集団を通したスポーツ競技者のレジリエン
スの獲得・形成プロセスの解明）および，JSPS 科研費 15K17291（潜在的レジリエンスを引き出す臨
床心理学的アプローチの開発）の助成を受けて実施された。また本研究の結果の一部は，日本教育心
理学会第 59 回大会（2018）にて発表された。
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